上三川ふれあいの家ひまわり指定管理者業務仕様書
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この仕様書は、上三川ふれあいの家ひまわり（以下「ひまわり」という。）の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲を記載したものであり、これを踏まえた上で、効果的・効率的な事業計画、経費見積書を作成して下さい。
１　施設の概要

① 南棟

・位置　　　　上三川町大字上三川５０８２番地１５

・敷地面積　　6,227.26㎡（実面積）

・建築年月日　昭和５９年２月１６日
（平成２２年度上三川ふれあいの家ひまわりとして改修）

・施設規模　　鉄筋コンクリート造一部ＳＲＣ平家建　床面積　1,140.65㎡

・施設内容　　事務室、生活介護事業室、地域生活支援センター事業室、日中一時支援事業室、研修室、相談室、リラックスルーム、トイレ、浴室、食堂、厨房、多目的広場等

・付属建物　　屋外トイレ　軽量ブロック造平家建　床面積　7.52㎡

　　　　　　　自転車置場　鉄骨造　22.00㎡
　※ 敷地内には、その他の建物として健康福祉課高齢者支援係が管理する付設作業所（高齢者生きがい活動作業所・鉄骨造平家建127.00㎡）があります。
② 北棟

・位置　　　　上三川町大字上三川２９５９番地１

・敷地面積　　2,587㎡（実面積）

・建築年月日　平成９年２月２８日（平成２３年度改修）

・施設規模　　鉄筋造平家建　　床面積 　370.17㎡

鉄筋造平家建　　床面積　　63.16㎡（付属作業場）

・施設内容　　事務室、作業室、休憩室、更衣室、トイレ、シャワー室等

２　管理運営に関する基本的な考え方

(1) 施設利用者の安全確保を第一として下さい。
(2) 施設の効率的・弾力的運営を行って下さい。
(3) 適切な広報を行うなど、就労及び生産活動の機会の拡大を図り、利用者工賃の向上に努めて下さい。
(4) 利用者にとって快適な施設であることに努めて下さい。
(5) 職員は常に自己研鑽に努めて下さい。
(6) 利用者の福祉の増進に努めて下さい。
(7) 個人情報の保護を徹底して下さい。
３　法令等の遵守

ひまわりの運営に当たっては本仕様書のほか、次に掲げる法令等に基づかなければなりません。

なお、指定管理者の期間中にこれらの法令等に改正があった場合は、改正された内容を仕様として下さい。
(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）及び関係法令等
(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）
(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７号）
(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２８号）
(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７４号）

(6) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７５号）

(7) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、行政手続法（平成５年法律第８８号）ほか行政関係法令等
(8) 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）ほか労働関係法令等
(9) 上三川町障がい者等支援施設の設置及び管理に関する条例（平成２２年上三川町条例第１７号）、同条例施行規則（平成２３年上三川町規則第２４号）
(10) 上三川町個人情報保護法施行条例（令和５年上三川町条例第１１号）、同条例施行細則（令和５年上三川町規則第１４号）
(11) 上三川町情報公開条例（平成１３年上三川町条例第２１号）、上三川町長が保有する情報の公開に関する規則（平成１３年上三川町規則第３３号）
(12) 上三川町公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年上三川町条例第２６号）、同条例施行規則（平成１７年上三川町規則第２６号）
(13) その他関係する法令等
４　利用条件等

(1) 開館時間

午前８時３０分から午後６時までとします。

なお、町長が必要と認めるときは、開館時間を変更することがあります。

(2) 休館日

① 日曜日及び土曜日

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

③ １２月２９日から翌年１月３日まで

　なお、町長が必要と認めるときは、休館日を変更することがあります。

５ 業務内容

(1) 施設運営に関する業務は、次のとおりです。
① 障がい者の福祉サービスの提供に関すること。
なお、地域生活支援事業に係る業務（ウ、エ及びオ）及び地域生活支援拠点等整備事業に係る業務（カ）については、別途委託契約を締結します。
ア　障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護

イ　障害者総合支援法第５条第１４項のうち障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０第２項に規定する就労継続支援Ｂ型
ウ　障害者総合支援法第７７条第１項第３号及び上三川町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成２０年上三川町規則第２３号。以下「施行細則」という。）第３３条第１項第１号に規定する相談支援事業
エ　障害者総合支援法第７７条第１項第９号及び施行細則第３３条第１項第６号に規定する地域活動支援センター事業
オ　障害者総合支援法第７７条第５項のうち施行細則第３３条第１項第５号に規定する日中一時支援事業
カ　上三川町障がい者緊急一時支援事業実施要綱に規定する緊急一時支援事業
キ　障がい者と地域住民との交流に関する事業
ク　その他設置目的を達成するために必要な事業
② 管理運営のための体制の整備に関すること。
ア　職員の配置等に関すること。
統括責任者を配置して下さい。
また、管理運営に係る全職員（臨時職員を含む）の勤務形態等については、労働基準法、労働安全衛生法、その他労働関係法令を遵守して下さい。
イ　経理業務、その他必要な事業の実施体制を確保して下さい。
③ 給食の提供に関すること。
利用者の健康と食形態に配慮した給食を提供するとともに、衛生管理に十分に留意して下さい。
④ 利用者の福祉増進に関すること。
⑤ その他運営上必要な業務に関すること。
 ア　指定障害福祉サービス事業者の指定について

本施設において障害者総合支援法第３６条に規定する指定障害福祉サービス事業者の指定を受けて下さい。
イ　自立支援給付費及び利用者負担の請求事務について
自立支援給付費については、毎月利用実績をもとに、栃木県国民健康保険団体連合会へ電子請求を行って下さい。
ウ　相談支援事業について
相談支援事業については、利用実績を町に報告するとともに、問題案件については、随時町や関係機関と協議を行って下さい。
エ　地域活動支援センター事業について

地域活動支援センター事業については、利用実績を町に報告して下さい。
オ　日中一時支援事業について

日中一時支援事業については、利用実績を町に報告して下さい。
カ　緊急一時支援事業について

緊急一時支援事業については、利用実績を町に報告して下さい。
キ　保護者等への対応について

円滑な運営を図るため、保護者会等を開催し、保護者の協力と理解を得るよう努めて下さい。
ク　緊急時の対応について
指定管理者は、防災管理者を配置するとともに、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び関係機関への通報等についての計画を作成し、職員に指導を行って下さい。
また、緊急時には的確な対応を行って下さい。
事故が起きたときは、当日中に口頭で報告し、速やかに書面にて事故の報告を行って下さい。
ケ　厚生労働省「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」等を参考に、インフルエンザ等感染症の予防に努めて下さい。
コ　職員の資質向上について
専門性を高めるため、知識・技術の習得のための研修等の機会を設けて下さい。

⑥ 再委託の制限に関すること。
指定管理者は、管理運営に係る業務の全部又は一部を第三者に委託することはできません。

ただし、業務の一部分について町と協議のうえ、第三者に委託することができます。

(2) 建物及び設備の維持管理に関する業務は、次のとおりです。
本施設の建物及び設備について、町の承認を受けた場合を除き、形状・形質等の変更及び管理業務以外の目的に使用しないで下さい。
① 保守点検に関すること。
本施設の機能を維持し、利用者が安全に利用できるよう、日常的に管理物件の点検を行い、良好な状態を維持するとともに、物件の破損・滅失を発見したときは、速やかに町に報告して下さい。点検にあたっては、町「建築物日常点検マニュアル」を参照して下さい。
なお、次の管理物件については、保守点検基準に基づき定期点検又は法定点検を実施して下さい。
	管理物件名
	保守点検基準

	自家用電気工作物
	電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に基づく自家用電気工作物の保安点検および保守点検

	消防用設備
	消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく消防用設備等の保守点検

	厨房機器
	年１回以上

	自動ドア装置
	年１回以上


② 清掃及び樹木剪定に関すること。
管理物件の日常的清掃を行い、常に清潔な状態に保つようにして下さい。
また、敷地内の除草を随時行い、景観的に良好な状態を維持して下さい。その際、利用者の妨げにならないよう留意して下さい。
その他、専門業者等により定期的な清掃及び樹木の剪定を実施して下さい。
なお、内容及び要求水準は、次のとおりです。

	清 掃 等 の 内 容
	要 求 水 準

	床の洗浄及びワックスがけ
	年１回以上

	施設の全窓ガラス清掃
	

	施設の全照明器具の清掃
	年１回以上

	樹木の剪定
	樹木の特性に応じて実施（年２回以上）


③ 廃棄物の処理に関すること。
施設から発生する廃棄物については、減量に努めるとともに指定管理者の責任により、関係法令及び町の指示に基づき適正に処理して下さい。
④ 公共料金の支払いに関すること。
本業務の遂行に伴い発生する、以下に掲げる公共料金については、支払業務を適切に行って下さい。
ア　電話料金

イ　電気料金

ウ　ガス代
エ　水道料金・下水道使用料
オ　インターネット使用料
カ　その他事業運営上発生する料金
⑤ 備品等の管理に関すること。
施設にある既存の備品等は、指定管理者へ無償貸与しますので、その使用及び保管は、十分注意して下さい。
⑥ 施設の警備に関すること。
ア　開館中の警備について
事故、犯罪、災害等の発生を防止し、財産の保全を図るとともに利用者の安全を守るために、利用者の入退出等の管理や警備を適切に行って下さい。
また、閉館時の施錠、消灯、安全点検等を適切に行って下さい。
イ　閉館後の警備について
機械警備を行うほか、非常時の連絡体制を整備して下さい。
ウ　任務について
(ｱ) 火災の予防・対応
(a) 火災の発見と初期消火

(b) 火気使用箇所の点検と確認
(c) 危険物使用箇所の点検と確認

(d) 消防署への通報
(e) 年２回以上の避難訓練の実施

(f) その他防火上必要と認められる事項
(ｲ) 盗難の防止

(a) 不法侵入者の発見と排除

(b) 不審者、潜伏者の発見と排除

(c) 警察署への通報

⑦ 敷地内の管理に関すること。
敷地内の設備の破損や危険物の有無、違法駐車等について定期的に点検・巡視して下さい。
(3) 経営管理に関する業務は、次のとおりです。
① 施設賠償責任保険の加入に関すること。
ア　身体上の損害については、被害者１名につき１億円以上、かつ、１事故につき３億円以上のこと。
イ　財物上の損害については、１事故につき５千万円以上のこと。
ウ　人格権侵害担保については、１事故につき１千万円以上、１名につき２百万円以
上のこと。
② 利用者の安全の確保に関すること。
利用者の安全対策、監視体制等について、各種マニュアルを作成し、職員を指導し、万一に備えて職員を訓練するようにして下さい。
また、緊急対策、防犯・防災対策等の安全を確保するための各種マニュアルを作成し、職員を指導し、万一に備えて職員を訓練するようにして下さい。
③ 個人情報保護に関すること。
個人情報保護の大切さを職員に周知・徹底して下さい。
また、万一、漏洩等した場合の対策を講じておくようにして下さい。
(4) その他町長が必要と認める業務

６ 事業報告に関する事項　

(1) 定期報告（毎月の状況）

次の事項について毎月１０日までに前月の状況を報告して下さい。
① 各事業の利用状況

② その他
(2) 事業実績報告書

上三川町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第１０条では、毎年度終了後６０日以内に、町に事業報告書を提出することになっていますが、３０日以内に提出下さるようご協力願います。
なお、事業報告書に記載する主な事項は、次のとおりであり、協定に定めるものとします。

① ひまわりの管理運営業務の実施状況及び利用者の利用状況

② 利用に係る料金収入の実績

③ 管理に係る経費の支出状況

④ その他ひまわりの管理の実態を把握するために町が必要と認める事項

(3) その他報告書

定期または必要に応じて臨時に報告を求めることがあります。

７ 立入検査について

町は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等及び管理運営の実施について検査を行うことができるものとします。
指定管理者は、合理的な理由がなく、これを拒むことができないものとします。

８ 協議

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について、疑義が生じた場合は、町と協議し決定することとします。

９ 業務を実施するに当たっての注意事項

(1) 公共施設であることを常に念頭において、公平な運営を行って下さい。
(2) 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、町と協議して下さい。
(3) 多目的広場については、地域住民との交流の場として活用して下さい。
(4) 多目的広場西側にある付設作業所（高齢者生きがい活動作業所）は、別所管の施設となります。その施設の取り扱い及び利用者等への対応については、所管との協議が必要となります。
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